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地域のバイオマス活用の推進
― バイオマス産業都市の取組を中心に ―

農林水産省食料産業局バイオマス循環資源課長 片　貝　敏　雄

１.はじめに

バイオマスとは、生物資源（bio）の
量（mass）を示す概念で、石油・石炭と
いったいわゆる化石資源を除く「動植物
に由来する有機物」を指す。
化石資源をエネルギー等に用いると、

地中に固定されていた炭素が二酸化炭素
として大気中に放出され、温室効果ガス
濃度の上昇をもたらすのに対し、バイオ
マスには、もともと地表で繰り返されて
いる二酸化炭素の放出・吸収のサイクル
の一環として、大気中の二酸化炭素を増
減させない「カーボンニュートラル」と
いう特性がある。このため、バイオマス
が化石資源の代わりに使用されることで、
気候変動の緩和に資することが期待でき
る（図－１）。
このことから、家畜排せつ物や食品廃

棄物、稲わら、もみ殻、林地残材といっ
た、これまで廃棄処分されたり、未利用

であったりした地域資源バイオマスを有
効に活用し、農山村地域等において循環
させていくことが重要である。
バイオマスの用途としては、バイオプ

ラスチック等の素材としての利用や、燃
料への変換やガス化を通じた電気・熱エ
ネルギーとしての利用等が挙げられる。
バイオマスを活用することで、これまで
廃棄物として処分に費やしていたコスト
を削減でき、エネルギー利用の場合は電
気や熱の地域内での供給や、副産物の肥
料としての利用といったことなど利益の
循環も可能となる。このことから、バイ
オマスの利活用は、地域の１次産業とし
ての農林漁業とこれに関連する２次・３
次産業に係る事業を融合させることに
よって地域ビジネスの展開と新たな業態
の創出を促す「農山漁村の６次産業化」
の重要な取組の一つとして位置づけられ
ており、農林水産省は、関係府省と連携
しつつ、それらの取組を推進している。

２.バイオマスの活用に関す
る課題と施策の方向性

バイオマスの活用をめぐっては、平成
21 年に制定・施行された「バイオマス
活用推進基本法」において、バイオマス
活用施策の総合的かつ計画的な推進を図
ることとされ、これに基づきバイオマス
活用推進基本計画（以下「基本計画」と
いう。）が閣議決定された（図－２）。
平成 28年に改訂された基本計画では、

「地域が主体となった持続可能な事業を
創出し、ここから生み出された経済的価
値を農林漁業の振興や地域への利益還元
による活性化につなげていく」施策を推
進することとしている。具体的には、よ
り経済的な価値を生み出す素材、熱、電
気、燃料などへの変換技術を用いた「高
度利用」や、製品としての価値の高い順
に可能な限り繰り返し利用する「多段階
利用」などの、地域が主体となった取組

図－１　バイオマスの特性
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を後押しするとともに、発電と比べエネ
ルギー効率の高い「熱利用」の普及拡大
を推進することなどが記載されている。
例えば、下水汚泥や食品廃棄物、家畜排
せつ物などの湿潤系バイオマスについて
は、メタン発酵によって発生するバイオ
ガスを発電の用途に供する取組は増加し
つつあるが、バイオマス発電に伴う余熱
やバイオガスの製造過程で発生する消化
液等は十分に活用されていないことから、

農業生産現場や公共施設での熱利用や肥
料等として有効活用することを通じて、
経済性を確保した持続可能な取組を推進
していくこととしている。

３.バイオマス産業都市

「バイオマス産業都市」とは、地域の
バイオマスを活用した、原料生産から収
集・運搬、製造・利用までの経済性が確
保された一貫システムを構築し、「地域

の特色を活かしたバイオマス産業を軸と
した環境にやさしく災害に強いまち・む
らづくりを目指す地域」をいう（図－３）。
バイオマス産業都市は、市町村等から

構想を募集し、有識者（バイオマス産業
都市選定委員会）による評価を経て、関
係７府省（内閣府、総務省、文部科学省、
農林水産省、経済産業省、国土交通省、
環境省）が共同で選定している。バイオ
マス産業都市選定委員会では、①先導性

図－３　バイオマス産業都市について

図－２　バイオマス活用推進基本計画の概要
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（目指す将来像と目標を実現し、全国の
モデルとなるような取組であるか）、②
実現可能性（地域の関係者間の連携の下
で経済性が確保された一貫システムの構
築が見込まれるなど、実現可能性が高い
か）、③地域波及効果（地域のバイオマ
スの利用促進、地域循環型のエネルギー
の強化、地域産業振興・雇用創出、温室
効果ガス削減などの地域波及効果が高い
か）、④実施体制（地域の関係者の連携
の下で構想の具体化、評価等を確実に実
施していくための体制ができているか）
といった視点から、内容について総合的
な評価が行われ、この結果を踏まえ、関
係７府省が共同で選定を行っている。
バイオマス産業都市の選定は平成 25

年度から始まり、平成 30 年度時点で合
計 84市町村まで拡大した（図－４）。
昨今、選定地域の構想の実現が徐々に

図られており、例えば、乳牛のふん尿等
からバイオガスを生成して発電を行う取
組では、発電で生じる廃熱を温室栽培に
活用することなどにより、新たな利益が
生まれるとともに、バイオガス生成過程
で生じる消化液は化成肥料に代替する即
効性の肥料として安価に農地に散布する
ことにより、農業者の生産コストの低減
も併せて実現し、これに関わる酪農家の
経営規模の拡大に繋げる地域も現れてい
る。

４.バイオマス産業都市の推
進体制強化

選定地域数が拡大しているバイオマス
産業都市においては、構想の実現に着手
した段階の地域や、一定程度の構想が実
現し更なる発展を目指す段階の地域など、
進捗状況や課題がそれぞれ異なる状況が

生じている。このため、段階毎の課題に
きめ細かく対応できるよう、従来は選定
市町村のみで構成されていた「バイオマ
ス産業都市連絡協議会」を発展的に改組
し、民間企業や金融機関、研究機関等の
参画を得て、平成 30年 10 月に「バイオ
マス産業都市推進協議会」が設立され、
平成 31 年２月に第１回総会が開催され
た。この新たな協議会の下で、事業化の
ためのマッチング機会の創出やファイナ
ンス環境の向上、技術情報の共有などが
図られることにより、構想実現の加速化
や、新技術の取込み等による構想の更な
る発展が期待される（図－５）。

５.災害等の緊急時における
バイオマスエネルギーの
活用に向けた検討

平成 30 年９月に発生した北海道胆振
東部地震に伴う大規模停電の際、北海道
内で普及している家畜排せつ物を原料と
したバイオガス発電施設は、いずれも稼
働停止し、北海道電力の系統に対する依
存度の高さが明らかになった。このこと
を受けて、災害発生時等においても活用
可能なバイオマス発電による電力供給シ
ステムの構築のために追加的に必要とな
る設備や費用等について、委託調査を実
施したところであり、調査結果も踏まえ、
緊急時対応型バイオマス発電システムの
導入に関する施策について検討していく
考えである。

６.おわりに

わが国の農山漁村には、バイオマスが
豊富に存在していることから、これらを
地域の資源として効果的に活用すること
により、農山漁村の活性化を図るととも
に、災害に対する地域のレジリエンス強
化にも繋がるよう、関係府省と連携の下、
今後も地域の意欲的な取組に対し後押し
をしてまいりたい。

図－４　バイオマス産業都市の選定地域（平成30年度現在）

図－５　バイオマス産業都市の推進体制強化について


